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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

用途 口径 基本料金

13 376

20 698

25 1,066

30 2,162

40 4,578

50 17,566

75 53,738

臨時用

④ 組　織

栗山町水道事業経営戦略

事業の現況

※現行の料金体系の概要及びそれを採用している考え方等について記載すること。
※資産維持費（資金収支方式で料金を算定している団体においては、資産維持費相当額）の算定の有無についても記載するこ
と。

225
千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 82.3

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

～

一般用

計 画 給 水 人 口 13,200

現 在 給 水 人 口 12,252

※組織体制、職員数、職種、年齢構成等を、図表などを適宜用いながら分かりやすく記載すること。

1
管 路 延 長

水 源

施 設 能 力 9,800 ㎥／日

　平 成 24 年 4 月 1 日

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

給水量料金
（１㎥につき）
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920

現行の料金体系は、従量制となっており、道内では上位に位置する高水準となっている。なお、資産維持費については、算定して
いない。

平成28年度現在で、建設水道課上下水道グループ管理職1人（50代）、事務職３人（40代）、再任用職員1人（60代）、臨時職員1人の６人体制で、水道事業及び
下水道事業をそれぞれ兼務しながら業務に従事している。また、技術的分野については、同課技術グループの技術職2人が他業務と兼務であたっている。

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

北海道栗山町

栗山町水道事業

計 画 期 間 ：

4

0.141（1,289/9,128）

供 用 開 始 年 月 日 　昭 和 34 年 10 月 日

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

 表流水 ,  ダム ,  伏流水 ,  地下水 ,  受水 ,  その他 



（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強
会の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により
実施する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

水道施設（浄水場・ポンプ場・配水池）の運転・管理業務（自家用電気工作物保守管理業務を含む）、水
質検査業務、漏水調査業務について、民間業者に委託している。

イ　土地利用

別添のとおり

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

水源開発（栗山ダム）を行ってきた経過から当面は広域化の検討してきていない。

昭和３６年から平成１９年まで、４次にわたる拡張事業により給水区域を拡大してきた同時に、町内に点
在した３か所の簡易水道の廃止、統合による合理化を図り、平成２２年より現在の２水源・１浄水場体制
となり現在に至る。

水需要の予測

平成２６年度に策定した「水道事業ビジョン及びアセットマネジメント」による
水需要の中長期的予測は、次の条件により行っている。
家庭用水量…給水人口一人当りの家庭用有収水量は、2004年度以降174
～177ℓ/人･日台で安定しているため、10年間の実績平均値で一定している
ことから、家庭用有収水量は、これに給水人口を乗じて算出する。
営業用有収水量…実績値が比較的安定しているため、平均値を採用する。
工場用有収水量…2012～13年度の水量が急増しているが、これには、営業
用の水量が混入している可能性を参酌する。
以上から、経営戦略最終年度となる平成３８年には、現在の1,289千㎥から
1,189千㎥まで減少するとの予測をしている。

これまでの主な経営健全化の取組

給水人口の予測

※添付した「経営比較分析表」に補足すべき内容（他の指標による分析結果など）がある場合は記載すること。

イ　指定管理制度

ウ　PFI/BDO

ア　エネルギー利用

※民間活用や施設の統廃合、広域化（*1）等の経営健全化の取組について、実施年度や概要、効果等を図表などを適宜用いながら分かりやすく記載すること。

ア　民間委託

未検討

導水施設における小規模発電の設置を検討したが、費用対効果の点で有効でなかった。

該当なし

※給水人口の予測について、図表などを適宜用いながら、予測の方法（考え方）等も含め、分かりやすく記載すること。必要に応じて過去の推移についても記載するこ
と。

資産活用の状況

施設統合・広域化

※水需要の予測について、図表などを適宜用いながら、予測の方法（考え方）等も含め、分かりやすく記載すること。必要に応じて過去の推移についても記載するこ
と。

栗山町の行政区域内人口は、減少傾向にあり、国立社会保障・人口問題研
究所では、平成22年度の国勢調査結果を基に、2040年度の人口が7,942人
まで減少すると推計している。
平成２６年度に策定した「水道事業ビジョン及びアセットマネジメント」による
給水人口の中長期的予測は、次の条件により行っている。
予測手法…「水道施設設計指針2012（日本水道協会）」を参考とする。
行政区域内人口と給水区域内人口はおおむね一致するとみなす。
普及率は現況99.4％で一定と想定する。
以上から、経営戦略最終年度となる平成３８年には、現在の12,252人から
10,355人まで減少するとの予測をしている。

イ　広域化

民間活用の状況 未検討

ア　施設統合



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

平成２７年度に策定した「栗山町水道ビジョン」を基本方針とし、
右に掲げるビジョンの基本理念及び理想像に基づき、具体的施
策を講じる。

料金収入の見通し

施設の見通し

組織の見通し

※施設・設備、管路の老朽化度合、水需要の予測を踏まえた施設の余剰能力の見通しなどについて、図表などを適宜用いながら分かりやすく記載すること。

栗山町の水道施設は現在、健全資産が約82％を占めている。このまま施設
の更新を行わない場合、約10年後の平成37年度には、健全資産が１０％減
の72％となる。
特に、経年化管路率は全延長の17.3％であり、全国中間値2.2％と比較して
経年化が進んでいるが、管路の更新率は0.28％であり、老朽化が進行する
構造となっている。
また、水道施設の耐震化が大きな課題となっているが、水道事業では、施設
（躯体）の耐震性の確保及び水道管路の耐震化率の向上も課題となってい
る。
これらの分析から、平成27年度より経年劣化が見られる浄水場内の機械設
備及び電気計装設備の更新を計画的に進めているところである。また、水道
管路についても耐用年数を経過した一定口径以上の配水支管の耐震管へ
の更新を進めているところであるが、更新工事を加速するためには、資金の
確保が課題である。

行政区域内人口の減少に伴い、行政全体としての職員数削減若しくは兼務拡大が懸念されるなか、前述のとおり、40歳以下の職員がいないことから高人件費
体質に陥っている。また、技術の継承のために、一定数の技術職員の採用、専属配置も重要な課題であり、人事部局の理解を得て若手職員及び職員数確保し
ていくことが必要である。

※料金の見通しについて、図表などを適宜用いながら、予測の方法（考え方）等も含め、分かりやすく記載すること。必要に応じて過去の推移についても記載するこ
と。

※１．事業概要及び２．将来の事業環境を踏まえ、事業を継続する上での経営理念、基本方針等について記載すること。

※定員の管理計画等を踏まえた将来の職員数の見通し等について、図表などを適宜用いながら、分かりやすく記載すること。

本町の料金体系が従量制のため、給水契約件数が増加しても、個々の使用
水量が少なければ料金の増収に繋がらないという特性がある。前記の給水
人口及び水需要の予測結果から、現行の料金水準のままでは減収の一途
となると考えられる。
右のグラフは、水道ビジョンのなかで、収益的収入の推移を予測したもので
ある。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※アセットマネジメントにおける一般及び更新事業計画の基本的な考え方

※　計画期間内に実施する主な投資の内容（施設名、時期、金額など）について、図表なども適宜用いながら、分かりやすく記載すること。
※　また、収支計画の策定に当たって反映した取組について、内容（対象施設、時期、金額など）を記載すること。

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標
水道事業の「持続性」を高めるための施設更新と「安全性」と「強靭性」を高めるための耐震化等を軸に投資を行う。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

・施設・設備の統廃合については、概ね完了している。

・更新事業費の削減を図るとともに、長期的な更新事業費の抑制が期待できることか
ら、将来の給水量の低下を考慮した管径ダウンサイジングと耐用年数の長い管種を採
用した更新計画としている。

・施設設備の合理化については、多額の投資を必要とすることから、後年度で検討す
る。

・施設設備の長寿命化については、機械設備・電気計装設備の更新を計画し、すでに実
施している。

・投資の平準化については、アセットマネジメントに基づき、企業債残高と借入・償還の
均衡を図った計画的な投資を行う。 ※アセットマネジメントにおける更新事業費の考え方

更新年数を見直して更新する場合でダウンサイジングあり
（φ300以上を１ランクダウン）

予算書

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

行政区域内人口 (人) ・別途予測結果　・2041以降は一定とする 13,259 13,070 12,781 12,569 12,404 12,228 12,051 11,875 11,698 11,522 11,338 11,154 10,969 10,785 10,601 10,418 10,235 10,053 9,870

一般事業 (千円) ・計 表４へ 77,969 87,691 200,231 257,321 118,972 113,518 108,858 99,329 104,465 87,289 55,431 55,108 54,782 54,458 54,133 53,811 53,489 53,169 52,847

建設工事 (千円)
・2011～14決算予算の平均の50％で一定
（2014予算「配水管整備費」充当）

(38年) 54,800 57,561 59,496 66,126 29,748 29,748 29,748 29,748 29,748 29,748 29,748 29,748 29,748 29,748 29,748 29,748 29,748 29,748 29,748

保存工事 (千円) ・2011～13決算平均で一定 (38年) 1,972 3,323 1,849 2,381 2,381 2,381 2,381 2,381 2,381 2,381 2,381 2,381 2,381 2,381 2,381 2,381 2,381 2,381 2,381

修繕工事 (千円) ・2011～13決算平均で一定 (38年) 2,459 3,098 4,455 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337

量水器取付工事 (千円) ・2011～13決算平均を、2014行政区域内人口比で低減 ( 8年) 4,826 4,820 5,691 5,112 4,962 4,891 4,820 4,750 4,679 4,609 4,535 4,462 4,388 4,314 4,240 4,167 4,094 4,021 3,948

その他 (千円)
・2011～12及び2014決算予算平均を2014行政区域内人口比で低減
（2014予算「固定資産取得(量水器)」充当）

( 8年) 13,912 18,889 36,521 19,382 16,881 16,642 16,401 16,161 15,920 15,681 15,430 15,180 14,928 14,678 14,427 14,178 13,929 13,682 13,433

老朽管更新事業費 (千円) ・計上しない（更新事業費に計上するため） (38年) 99,090

浄水施設整備費 (千円)
・2013は、建設工事費151715-（2011～12、14の３年平均）
・2015以降は町計画

(16年) 92,219 61,893 61,663 56,519 52,171 42,952 48,400 31,533

今回更新需要 (千円) ・計 表４へ 109,068 26,259 22,800 64,713 22,595 22,595 61,401 84,717 190,154 79,285 59,558 100,093 93,315 317,579 15,637

建　物 (千円) ・更新事業計算結果より 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

構造物 (千円) ・更新事業計算結果より 81,017 2,842 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,730 0 0 0

小　計 (千円) ・計 (58年) 81,017 2,842 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,730 0 0 0

補　正 (千円) ・計に同じ 81,017 2,842 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,730 0 0 0

機械装置 (千円) ・更新事業計算結果より (16年) 641,472 0 347,337 104,379 1,200 0 0 25,159 129,774 14,944 0 0 0 144,865 0

車両運搬具 (千円) ・更新事業計算結果より 1,959 0 0 0 0 0 1,843 0 0 1,959 0 0 0 0 0

工具器具 (千円) ・更新事業計算結果より 3,497 822 205 42,118 0 0 0 0 822 2,824 0 0 40,152 0 328

小　計 (千円) ・計 646,928 822 347,542 146,497 1,200 0 1,843 25,159 130,596 19,727 0 0 40,152 144,865 328

補　正 (千円)
・2015～20は車両運搬具＋工具器具
・2021～25は機械装置の前期間の差額の25％を均等加算する

(16年) 5,456 822 205 42,118 0 0 38,806 62,122 167,559 56,690 36,963 0 40,152 144,865 328

導送水管 (千円) ・更新事業計算結果より 0 0 0 0 0 0 0 0 0 307,663 0 0 0 0 0

配水管大 (千円) ・更新事業計算結果より 7,284 0 0 7,632 0 892 0 10,175 2,011 0 153 96,363 53,163 25,418 7,306

配水管小 (千円) ・更新事業計算結果より 0 0 0 0 0 0 0 0 7,284 4,539 0 0 0 147,296 8,003

小　計 (千円) ・計 7,284 0 0 7,632 0 892 0 10,175 9,295 312,202 153 96,363 53,163 172,714 15,309

補　正 (千円) ・2015～25計から2014予算を差し引いて均等配分する (38年) 22,595 22,595 22,595 22,595 22,595 22,595 22,595 22,595 22,595 22,595 22,595 96,363 53,163 172,714 15,309

合　　計 (千円) ・合　計 77,969 87,691 200,231 257,321 228,040 139,777 131,658 164,042 127,060 109,884 116,832 139,825 244,936 133,743 113,691 153,904 146,804 370,748 68,484

 8年の施設 (千円) ・量水器取付工事 表Ｄへ 24,494 21,843 21,533 21,221 20,911 20,599 20,290 19,965 19,642 19,316 18,992 18,667 18,345 18,023 17,703 17,381

16年の施設 (千円) ・機械装置、車両運搬具、工具器具 表Ｄへ 61,893 67,119 57,341 52,376 85,070 48,400 31,533 38,806 62,122 167,559 56,690 36,963 0 40,152 144,865 328

38年の施設 (千円) ・管路、その他 表Ｄへ 170,934 58,061 58,061 58,061 58,061 58,061 58,061 58,061 58,061 58,061 58,061 58,061 131,829 88,629 208,180 50,775

58年の施設 (千円) ・建物、構造物 表Ｄへ 0 81,017 2,842 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,730 0 0 0

起債対象事業費 257,321 228,040 139,777 131,658 164,042 127,060 109,884 116,832 139,825 244,936 133,743 113,691 153,904 146,804 370,748 68,484

長期(30年 内5年据置) (千円) ・38年＋58年 170,934 139,078 60,903 58,061 58,061 58,061 58,061 58,061 58,061 58,061 58,061 58,061 135,559 88,629 208,180 50,775

短期(12年 据置なし) (千円) ・8年＋16年 86,387 88,962 78,874 73,597 105,981 68,999 51,823 58,771 81,764 186,875 75,682 55,630 18,345 58,175 162,568 17,709

起債比率 (％) ・総括表にて設定 59 61 95 95 95 95 95 95 95 95 95 95 95 95 95 95

起債発行額 (千円) ・計 表４へ 152,600 140,000 132,800 125,100 155,900 120,700 104,400 111,000 132,900 232,700 127,100 108,000 146,200 139,500 352,200 65,000

長期(30年 内5年据置) (千円)
・2023まで町計画×長期短期比率
・起債対象事業費×起債比率　・10万円単位に切捨て

表Ｅへ 101,400 85,400 57,900 55,200 55,200 55,200 55,200 55,200 55,200 55,200 55,200 55,200 128,800 84,200 197,800 48,200

短期(10年 据置なし) (千円)
・2023まで町計画×長期短期比率
・起債対象事業費×起債比率　・10万円単位に切捨て

表Ｆへ 51,200 54,600 74,900 69,900 100,700 65,500 49,200 55,800 77,700 177,500 71,900 52,800 17,400 55,300 154,400 16,800
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

※　投資以外の経費（委託料、修繕費、動力費、人件費など）の積算の考え方等について記載すること。
※　また、収支計画の策定に当たって反映した経費削減の取組（包括的民間委託、指定管理者制度の導入等の取組も含む。）について、内容（対象施設、時期、
　金額など）を記載すること。

・委託料については、大きなウェイトを占める水道施設の運転管理を、早い時期から民間委託してきたことから、将来的に大きな縮減は難しい。

・修繕費については、投資に当たらない軽微なものが中心となることから、今後も水道施設を適正に維持していくため、必要な修繕を計画的に実施する。

・動力費については、経済情勢に左右されながらも低減に努めてきていることから、今後も同様に低減に努める。

※　財源（料金、企業債、繰入金、国庫補助等）の積算の考え方等について記載すること。
※　また、収支計画の策定に当たって反映した財源確保の取組について、内容（対象施設、時期、金額など）を記載すること。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

そ の 他 の 取 組
水道施設の耐震化が重要課題となっているが、抜本的な施設改修又は改築に多額の投資を要することから、本計画
には反映していない。

将来的に検討の余地はあるが、現在は未検討。
民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

目 標
水需要の減少等により料金収入の減少が見込まれることから、平成２６年度に策定したアセットマネジメントに基づき、概ね５年単
位の中長期予測を立て、適切に収入の確保を行い、収支の均衡を図り適正な経営を行う。

②　収支計画のうち財源についての説明

計画後半で純損益が生じているが、前期は資金残高（H27年度末残高　517,516千円）により補てんするが、後期においては、計画的な料金改定（５年ごとに１
５％）を見込んでいる。経営状況に注視しながら、必要に応じて、改定スケジュールを前倒しすることもある。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

・水道料金については、平成２４年度に改定し、現在５年目であるが、改定後
は収益的収支において、収益を計上し余剰利益として積立てている状況で
あり、今後、料金収入が減少傾向が続いても、一定期間は現行の料金水準
を維持できる。
アセットマネジメントで想定する３つのケースのうち、本計画では、ケースＣに
より財源を見込むが、資金残高の消耗度によっては、改定を平成３２～３３
年度に前倒しすることが必要になる。

・企業債については、アセットマネジメントに基づき施設更新を実施していくこ
とから、一定程度、借入と償還の均衡を図りつつ、企業債残高を減少するよ
う努める。

・繰入金については、今後も自律的な経営のため、基準内繰入を原則とす
る。

・国庫補助等については、現行の補助制度に適合しないため、今後の動向
を注視する。

※アセットマネジメントにおける料金改定の想定ケース

平成２２年までにすべて簡易水道を統合しており、これ以上の施設の統廃合は予定していない。
老朽管更新工事において、費用抑制と配水量の適正化のためダウンサイジングを行っている。

浄水施設については、将来的に合理化（スペックダウン）を検討する余地はあるが、計画期間には難しい。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

平成２４年度より水道施設の計画的な機械設備・電気計装設備の更新を行っている。

広 域 化 水源開発（栗山ダム）を行ってきた経過から当面は広域化の検討はしない。

表 料金改定率及び企業債発行比率 

項 目 

予 測 年 度 

2016 

～20 

2021 

～25 

2026 

～30 

2031 

～35 

2036 

～40 

2041 

～45 

2046 

～50 

2051 

～55 

ケースＡ 

財政収支の 

悪 化 

料 金 改 定(％) 該 当 な し 

企業債発行比率(％) 95 95 85 95 95 95 95 95 

資 金 残 高 不足（目標未達成） 破 た ん 

ケースＢ 

破たん時に 

料金改定 

料 金 改 定(％)    50 5  5  

企業債発行比率(％) 95 95 95 65 40 55 20 50 

資 金 残 高 不足（目標未達成） 目 標 達 成 

ケースＣ 

料金改定 

を平準化 

料 金 改 定(％)   15 15 15 15   

企業債発行比率(％) 95 95 95 65 40 50 0 40 

資 金 残 高 不足（目標未達成） 目 標 達 成 

 



②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

平成２６年度策定のアセットマネジメントにおいて、収支均衡を図るため、平成３７年度から５年スパンで１５％の値上げ
を繰り返す想定となっているが、これを５年前倒しして実施することで、資金残高の消耗を防ぎ、安定的な経営を目指
す。

動 力 費

職 員 給 与 費

有効活用できる遊休資産はなく、小水力発電等についても施設の特性上、投資額や維持管理費に対して、回収率が低
いことが分かっており、事業経営への貢献度が小さい。また、余剰資金の運用については、的確な運用が必要であるこ
とから、十分に調査を重ね、検討していく。

そ の 他 の 取 組

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

アセットマネジメントに基づき計画的な老朽管更新工事等を行っていくことから、償還残高の推移を見守りながら、年間
償還額とのバランスを取りながら企業債の借入れを行っていく。また、平準化債についても平成２６～３３年度において
活用していく予定である。

現在、基準内繰入のみで経営していることから、可能な限り基準外繰入をせず、自立した経営を行う。

そ の 他 の 取 組

料 金

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

水道ビジョン及びアセットマネジメントに基づき、計画的更新が進行していることから、今後、概ね５年単位での見直しを
行い、経営戦略に反映していく。

修 繕 費

繰 入 金

平成１９年より水道施設の運転管理を委託し、人件費や管理経費の削減を行ってきていることから、第三者委託につい
て、検討していく。

平成２６年度より水道施設の計画的な機械設備・電気計装設備の更新を行っており、その他軽微なものについては、
計画的に実施している。

水道施設の適切な運転管理に努め、効率的な運用を図っていく。

本町の給与制度に基づくため、独自の取り組みはできない。

※進捗管理（モニタリング）や見直し（ローリング）等の経営戦略の事後検証、更新等に関する考え方について記載する
こと。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 （単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 366,673 352,491 350,681 358,516 355,546 353,386 349,606 346,365 343,395 340,965 336,915 333,675
(1) 357,144 349,347 346,762 348,853 345,883 343,723 339,943 336,702 333,732 331,302 327,252 324,012
(2) (B) 2,778 1,851 2,596 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
(3) 6,751 1,293 1,323 7,663 7,663 7,663 7,663 7,663 7,663 7,663 7,663 7,663

２． 46,430 41,135 29,614 26,710 26,966 27,038 26,864 26,543 26,557 26,648 25,912 25,175
(1) 1,761 1,633 1,464 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633

1,761 1,633 1,464 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633

(2) 30,801 38,340 27,150 22,164 22,420 22,492 22,318 21,997 22,011 22,102 21,366 20,629
(3) 44,669 1,162 1,000 2,913 2,913 2,913 2,913 2,913 2,913 2,913 2,913 2,913

(C) 413,103 393,626 380,295 385,226 382,512 380,424 376,470 372,908 369,952 367,613 362,827 358,850
１． 329,044 298,423 309,148 363,651 373,152 383,179 388,940 392,455 399,032 404,572 410,359 409,269
(1) 32,408 30,444 30,617 37,622 37,622 37,622 37,622 37,622 37,622 37,622 37,622 37,622

17,691 17,257 17,430 21,324 21,324 21,324 21,324 21,324 21,324 21,324 21,324 21,324

14,717 13,187 13,187 16,298 16,298 16,298 16,298 16,298 16,298 16,298 16,298 16,298
(2) 117,496 98,760 107,920 120,598 120,598 120,598 120,598 120,598 120,598 120,598 120,598 120,598

8,089 8,706 9,315 10,631 10,631 10,631 10,631 10,631 10,631 10,631 10,631 10,631
6,472 8,015 6,281 9,787 9,787 9,787 9,787 9,787 9,787 9,787 9,787 9,787

451 75 100 95 95 95 95 95 95 95 95 95
102,484 81,964 92,224 100,085 100,085 100,085 100,085 100,085 100,085 100,085 100,085 100,085

(3) 179,140 169,219 170,611 205,431 214,932 224,959 230,720 234,235 240,812 246,352 252,139 251,049
２． 55,773 49,523 45,688 63,529 61,548 59,762 57,769 56,076 55,466 55,426 56,072 55,378
(1) 55,042 49,494 45,588 49,950 47,969 46,183 44,190 42,497 41,887 41,847 42,493 41,799
(2) 731 29 100 13,579 13,579 13,579 13,579 13,579 13,579 13,579 13,579 13,579

(D) 384,817 347,946 354,836 427,180 434,700 442,941 446,709 448,531 454,498 459,998 466,431 464,647
(E) 28,286 45,680 25,459 △ 41,954 △ 52,188 △ 62,517 △ 70,239 △ 75,623 △ 84,546 △ 92,385 △ 103,604 △ 105,797
(F)
(G)
(H)

28,286 45,680 25,459 △ 41,954 △ 52,188 △ 62,517 △ 70,239 △ 75,623 △ 84,546 △ 92,385 △ 103,604 △ 105,797
(I) 471,836 517,516 542,975 501,021 448,833 386,316 316,077 240,454 155,908 63,523 △ 40,081 △ 145,878
(J) 536,183 498,973 493,983 489,043 484,153 479,311 474,518 469,773 465,075 460,425 455,820 451,262

42,793 46,454 45,989 45,530 45,074 44,624 44,177 43,736 43,298 42,865 42,437 42,012
(K) 239,126 237,855 234,493 254,167 259,926 256,503 233,305 206,600 158,540 150,775 144,195 139,691

225,941 228,364 227,493 247,167 252,926 249,503 226,305 199,600 151,540 143,775 137,195 132,691

9,896 6,397 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 363,895 350,640 348,085 356,516 353,546 351,386 347,606 344,365 341,395 338,965 334,915 331,675

(N)

(O)

(P) 363,895 350,640 348,085 356,516 353,546 351,386 347,606 344,365 341,395 338,965 334,915 331,675

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

△ 44130 148 156 141 127 110 91 70 46 19 △ 12

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

H29 H34 H35 H36 H37H30 H31 H32 H33

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 145,000 183,800 186,500 175,100 205,900 170,700 154,400 161,000 132,900 232,700 127,100 108,000

50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

２． 8,230 8,670 8,094 7,053 5,851 3,933 2,948 2,999 3,052 3,105 3,026 3,026

３．

４．

５．

６．

７．

８． 19,057 3,640 19,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

９．

(A) 172,287 196,110 213,594 202,153 231,751 194,633 177,348 183,999 155,952 255,805 150,126 131,026

(B)

(C) 172,287 196,110 213,594 202,153 231,751 194,633 177,348 183,999 155,952 255,805 150,126 131,026

１． 218,685 202,290 208,092 131,658 164,042 127,060 109,884 116,832 139,825 244,936 133,743 113,691

6,058

２． 218,683 225,941 228,364 241,799 247,167 252,926 249,503 226,305 199,600 151,540 143,775 137,195

３．

４．

５．

(D) 437,368 428,231 436,456 373,457 411,209 379,986 359,387 343,137 339,425 396,476 277,518 250,886

(E) 265,081 232,121 222,862 171,304 179,458 185,353 182,039 159,138 183,473 140,671 127,392 119,860

１． 176,443 148,195 142,568 141,313 140,324 139,950 138,163 136,615 134,255 131,865 127,169 124,623

２． 88,638 83,926 80,294 29,991 39,134 45,403 43,876 22,523 49,218 8,806 223 △ 4,763

３．

４．

(F) 265,081 232,121 222,862 171,304 179,458 185,353 182,039 159,138 183,473 140,671 127,392 119,860

(G)

(H) 2,026,281 1,984,140 1,755,776 1,873,319 1,832,062 1,749,826 1,654,723 1,589,418 1,522,718 1,603,878 1,587,008 1,571,517

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1,761 1,633 1,464 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633

1,761 1,633 1,464 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633 1,633

8,230 8,670 8,094 7,053 5,851 3,933 2,948 2,999 3,052 3,105 3,026 3,026

8,230 8,670 8,094 7,053 5,851 3,933 2,948 2,999 3,052 3,105 3,026 3,026

9,991 10,303 9,558 8,686 7,484 5,566 4,581 4,632 4,685 4,738 4,659 4,659

H37

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

H30 H31 H32 H33 H34 H35H29本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

H36

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

H34 H35 H36

他 会 計 負 担 金

H37

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 H29 H30 H31 H32 H33


